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資 料 ２
米の安定取引研究会報告書 骨子（案）

Ⅰ はじめに

・ 平成25年12月に決定された「農林水産業・地域の活力創造プラン」において

は、平成30年産を目途に、行政による生産数量目標の配分に頼らずとも、生産

者や出荷業者・団体が中心となって円滑に需要に応じた生産が行える状況とな

るよう、「中食・外食等のニーズに応じた生産と安定取引の一層の推進」など

をはじめとする環境整備を行うこととされたところである。

・ 他の品目と同様に米も需給動向等によって価格形成が行われているが、近年

の米価の動向が示す通り、米には、需要の価格弾力性が低いため、供給量の変

動に対し価格が比較的大きく変動するという性質がある。こうした価格変動が、

生産者のみならず、消費者への米の安定供給を志向する流通業者や中食・外食

業者にも大きな影響を与えているところである。

・ こうした中で、出荷業者と卸・小売業者、中食・外食業者双方において、事

前契約などの安定取引を通じて、需給・価格変動により生じる取引上のリスク

を互いに軽減しようとする動きが見られている。

・ 今回、上記のような状況や、米政策の見直しを着実に推進していく必要があ

ることも踏まえ、米流通に係る川上・川下の取引関係者で構成される米の安定

取引研究会を開催し、米の安定取引をめぐる現状及び米の安定取引の拡大に向

けた対応について議論を行ったものである。

Ⅱ 米の安定取引をめぐる現状

１ 事前契約（播種米契約、複数年契約等）

・ 事前契約は、播種前契約や複数年契約などのように、秋の収穫前に契約を

締結し、できるだけ安定的な取引を行おうとするものであり、安定取引のた

めの主要な契約方法となっている。

・ 米の生産量の４割程度を占める出荷業者を通じた取引(352万トン)のうち、

事前契約は128万トンとなっているが、最も安定的な取引形態である複数年

契約は約27万トンとなっている。

２ 相対取引の状況

・ 米については、出荷業者と、卸・小売業者、中食・外食業者間での相対取

引が流通の主体（生産量の４割程度を占める）となっているが、相対取引価

格は、作柄による供給量の大幅な増減は近年なかったものの、22年産、24年

産の２年間で4,000円/60kg程度上昇し、一方で24年産、26年産で4,000円/60

kg程度下落するなど、不安定な状況となっている。

22年産（作況98）:12,711円、23年産（作況101）:15,215円、24年産（作況102）:16,501円

25年産（作況102):14,344円、26年産（作況101):12,078円（60kg当たり税込。26年産は１月価格）
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３ 現物市場

・ 米の取引については、米は一年一作であり長期間品質が劣化しにくいこと

や、以前より集荷・流通・販売のルートが整っていること等の米の商品特性

を背景に、野菜、水産物等とは異なり、相対取引が流通の相当部分を占めて

きた。

・ 一方、米の現物市場については、（財）全国米穀取引・価格形成センター

が平成23年３月に廃止され、現在、３つの民間現物市場で年間20万トン程度

の取引となっているが、流通ニーズの多様化の中で、複数年産米コメ市場な

ど、新たな市場の創設が民間において検討されているところ。

４ 米に関する情報提供

・ 「米に関するマンスリーレポート」等を通じ、毎月きめ細やかな需給情報

等を提供しているが、平成26年４月から、取引価格の情報を提供する銘柄を

44銘柄から94銘柄にするなど、公表内容を大幅に拡充しているところである。

Ⅲ 今後の取組方向

１ 事前契約（安定取引）の拡大の必要性

・ 米については、需要に応じた生産が進められる中で、民間取引において、

需給動向等を踏まえて価格が決定され、安定的な供給が確保されていくこと

が基本であるが、作柄による供給変動や需要の価格弾力性が低いという米の

性質により、大幅な価格変動が生じているところである。

・ こうした中で、播種前契約、複数年契約などの事前契約（安定取引）にお

いて、取引数量のみならず、一定の基準価格±５％のように取引価格を明記

すること等により、需給・価格変動により生じる取引上のリスクを互いに軽

減する動きが見られるところである。

・ 上記のような、作付前に予め販売数量の見通しが立つとともに、価格変動

も一定の幅に収めることができる取組が継続されることにより、安定取引の

拡大が図られる可能性がある。

・ 個々の農家が作付前に販売先、販売数量等を見通すことができ、需要に応

じた生産を進めることができるため、安定取引の拡大は、行政による生産数

量目標の配分に頼らない生産体制を目指す米政策の見直しの実現にも資する

こととなる。

２ 安定取引の拡大に向けた対応

(1) 他方、毎年の米の市場価格が作柄などの需給動向以外の不透明な要因で大

幅に変動すれば、事前契約の継続が困難となり、安定取引の拡大自体に支障

が生ずるとの意見が多く示された。

・ こうした中で、米の販売委託を受ける際に支払われる概算金についても、

作柄等が必ずしも明らかでない７～８月頃の段階で明確な根拠もなく毎年

大きく変動する形で設定され、市場価格にも影響を与えているが、こうし

た状況は、卸・小売業者、中食・外食業者が十分に納得いくものとなって

おらず、その透明化を図ることが重要との意見が多く示された。

このため、概算金については、生産者が営農計画を作成する６月頃の段
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階において、例えば、「過去３ヶ年平均」や「５中３平均」などを基本に

設定されるなど、卸・小売業者、中食・外食業者にとって分かり易く透明

性の高いものとされるとともに、その決定プロセスを生産者に十分周知し

て理解を得ていくことが望ましいとの意見が多く示された。なお、作柄や

需給動向が当初の想定と大きく異なる場合は、所要の補正を行えるように

することが望ましいとの意見も示された。

さらに、相対取引基準価格についても、同様の考え方で当初の水準を設

定し、実際の作柄や需給動向が明らかになった後に、それらも踏まえなが

ら、取引当事者が納得する形で実際の取引が行われていくことが望ましい

との意見が多く示された。

・ また、安定取引の拡大のためには、数量・価格の問題のみならず、供給

される米の品質の問題も重要な要素となっている。このため、生産者が作

りやすい米から、実需者の多様なニーズに応じた品質の米へと転換が進む

ことが重要であり、そのためには、実需者が求めるニーズが生産者に円滑

に伝達され、それが実際の生産に結びつくことが必要であるとの意見が示

された。

このほか、農地の集積等による生産コストの低減、大ロットでの安定取

引の推進等が重要であるとの意見も示された。

(2) さらに、１年間の取引の中で、出荷業者は、販売残を懸念し、新米の出回

り時期までに前年産米の販売を終わらせたいとする売り急ぎの傾向にある。

現在の中食・外食等の業務用では、品質等をみながら新米が本格的に出回る

10月以降も１年古米を使用する実態にあり、こうした需要に応じて年間を通

じた安定的な取引が行われることも必要であるとの意見も示された。

３ 現物市場の活性化

・ 現物市場は、米の商品特性を踏まえ、スポット取引の場や、相場の参考に

する場としての活用が行われており、今後も同様の活用をしたいとの意見が

多く示された。

・ 多様な受渡方法を取り込んでいくなど、出荷業者と卸・小売業者、中食・

外食業者にとって現物市場が活用しやすいものとなるよう創意工夫が進めら

れていくとともに、丁寧な情報提供がなされることが必要であるとの意見も

示された。

４ 国による情報提供

・ 安定取引の拡大等のためには、国による迅速な需給・価格情報が必要であ

る。

・ 今後、より迅速（翌月の早い段階）な情報提供、また、生産者の作付判断

に資するよう、米以外の作物も含めた幅広い情報提供が必要である。

Ⅳ おわりに

この報告書は、安定取引の拡大に向けて５回に亘り関係者が行った議論を取り

まとめたものである。

新たな米政策の下で、米の生産・流通等に携わる関係者がそれぞれの役割を果

たし、米の安定的な取引の拡大が図られることが期待される。


